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独立した事故調査委員会は
なぜ必要だったのか

世界的に原子力発電を増やしていこ
うという、いわば「原子力ルネサンス」
の潮流の中で、福島第一原発事故は発
生した。経済大国であり、科学技術先
進国である日本でなぜ、このような大
事故が起きたのか。世界中が驚き、推
移に注目した。
しかし、政府と東京電力の記者会見、
マスコミの報道、専門家のコメントな
どがまったく信用に値しないことがす
ぐに露呈した。真相を知りたいという
世界の関心は当然であり、それに応え
られなければ国としての信用を失う。
そうした危機感を抱いた私は、「関係
機関から独立した形で、国際的なメン
バーからなる調査委員会を早急に立ち
上げるべきだ」と官邸に再三にわたっ
て進言した。
なぜなら、世界における過去の事故
事例を見ても、独立した調査委員会活
動が行われない限り信用を取り戻せな
いという歴史があったからだ。初動を
誤ると、信用を取り戻すのに長い年月
を費やしてしまう。だからこそ、一刻も

早い独立委員会設立が必要だったのだ。
日本の政府の動きは鈍かったが、何
人かの国会議員の方々が関心を持ち、
11年9月末、国会事故調査委員会の設
置法が成立した。政府からも事業者か
らも独立した調査委員会が誕生したの
は、日本の憲政史上初めてのことだっ
た。国民の代表たる国会に設置された
委員会は、まさに「国民の国民による国
民のための委員会」だと肝に銘じ、同
12月より調査を開始した。

ファクトを徹底的に追求し
全員一致の「結論」を示す

われわれ調査委員会の調査は、その
体制づくりや調査期間を含め、まさに、
ミッション・インポッシブルというべき
困難な課題であったが、われわれがな
すべきことはベスト・サイエンスに裏
付けられた事実・提言の提示であっ
た。事実に基づき判断するのは、国会
である。また事故の責任の所在と処遇
を判断するのは、司法である。事実の
裏付けのない要素や個人的なジャッジ
メントは極力排除し、ファクト（事実）
を積み重ねていくことを強く意識した。
例えば、東京電力はじめ他の報告が

「事故の直接的原因は津波である」とし
ているのに対し、この委員会の報告で
は直接的原因を津波「のみ」に限定す
るのは危険ではないかという指摘をし
た。これは、調査の中で見つかった資
料や沖合にいた船舶関係の方への聞き
込みなどから、実際の津波の到達時刻
と東電の主張する時刻が食い違ってい
ることといった、細かいファクトの積
み重ねからたどり着いた結論である。
地震による破損の可能性を実証なしに
否定しまう態度は、およそ科学的では
ない。事故の直接的原因究明は、地震
大国・日本における今後の原子力政策
を考える上でも非常に重要な要素であ
り、第三者機関によるさらなる検証が
望まれる。
こうしたファクト重視の検証を行う
とともに、委員会・記者会見の映像を
英訳版も含めWEBで公開する等、透
明性の徹底も図った。国民のための委
員会であり、調査の行方を世界が注目
していることからも当然のことである。
さらに9人の委員の方々には、調査
に先立ち「われわれは、スリーマイル
島原発事故の調査委員会と同様に、世
界中の注目を集めている。自分の主張
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質問　やるべき対策をとらなかった方々
の責任は問わないのか。
黒川　立法府から委託された事項は、
事故の原因究明と被害軽減措置の効果
のほか、今後に向けての提言であり、わ
れわれは責任を問う立場にはない。こ
の報告書を読んで、対策をとらなかった
方々の責任を追及するのは、司法であ
り、そしてメディア、国民である。
質問　原子力規制委員会の人事が紛糾
しているが、どのように見ているか？
黒川　原子力規制委員会の人事は閣議
決定事項のため具体的内容には言及し
ないが、国会に規制組織のあり方につ
いて諮問された身としては、慎重に議
論を重ねていただきたいと思っている。

なぜ政府が人選で困っているのか、そ
れは「なぜあの5人を選んだのか」につ
いて明確に説明できないからである。
例えば米国は、スリーマイル島原発事
故後30年をかけて規制体制のあり方を
議論してきたが、その要となっている
のは、決定に至るプロセスにおいてい
かに透明性を確保し、「後で説明できる」
人事とするかという点にあるように思
う。委員の確保においてこうしたデュー
プロセスを実現するために、例えば諸
外国の例にならい、第三者機関に相当
数の人物を一次選定させた上で、国会
議員なり政府なりが二次選定を行うと
いう方向性は考えられる。日本の内側
だけでなく、外側で行われている工夫

に目を向けるべきだ。
質問　過去の事故を振り返れば、安全
性を見直すチャンスがあったにもかか
わらず、利益防衛のために見過ごして
きた。日本はこれを乗り越えられるか。
黒川　規制される側に情報が集まって
しまうというのはやむを得ず、力関係
は常にある。世界は英知を広げ、経験
から学んでいる。情報化に伴い、いか
に説明責任を果たし透明性を確保する
か、世界は一生懸命努力している。日本
はスリーマイルの事故後、30年間何
をしてきたのか。日本は特異といえる。
産業界を含め、国家のすべての信頼を
失うことのないよう、立法府や司法、国
民も考え、乗り越えなければならない。

ではなく、最後に委員会が何を提示す
るのかが問われている」と申し上げた。
個々の意見の「集約」ではなく、全員で
議論した上で提示する「結論」が求め
られているというわけだ。最終的にま
とめた事故報告書においても、提言・結
論とも全委員の承認を得てサインする
という形式をとった。

調査委員会を通じて
民主政治を問い直す

報告書でも述べている通り、この事
故が「人災」であることは明らかである。
事故は、3.11以前から政府、規制当局、
電気事業者が事故に対する十分な対策を
講じてこなかった、あるいは先送りして
きた結果である。『事故は必ず起こる』『機
械は必ず故障する』『人間は必ず間違いを
犯す』。そうした当たり前の前提を忘れ
たのはなぜか。
われわれの調査は、ファクトを基に、
こうした構造的な人災の真相をひもと
くことであった。膨大な資料を読み込
み、聞き取り調査を重ねた上で、「この
資料があるはずだ」とこちら側から指

摘しない限り、新しい資料、事実は浮
き上がってこない。事故当時の東電テ
レビ会議映像も、こうした経緯を経て
ようやく表に出たものである。
苦闘しながら構築したわれわれのファ
クトベースの報告は、さらにレビュー
委員の見直しも経て、12年７月衆参両
院議長に提出された。福島第一原発事
故を「人災」とし、規制当局に対する
国会の監視、新しい規制組織の要件等
七つの提言を盛り込んだこの報告書
を、国民の選んだ国会議員はどのよう
に評価し、自身の行動につなげていく
のか。いかに国民や世界中の人々に読
んでもらい、「この提言を実行すべき」と
考えてもらえるか、その点で勝負した
つもりである。
この一連の委員会活動は、わが国の
民主政治においても、非常に意義深い
ものであったと思う。ファクトと透明
性に重きを置いた独立委員会のプロセ
ス、ノウハウは、今後の非常時対応に
おいてもぜひ活用されるべきものであ
る。かつ、日本国民が立法府の独立委
員会という形を通して政策立案・ガバ

ナンスに携わる、「機能する民主主義」
の前例として捉えていただければと、
切に願っている。

質疑応答

● 提言 七つのポイント
1  規制当局に対する国会の監視
2  政府の危機管理体制の見直し
3  被災住民に対する政府の対応
4  電気事業者の監視
5  新しい規制組織の要件
6  原子力法規制の見直し
7  独立調査委員会の活用

■国会事故調「報告書」

ーこの事故が「人災」であることは明らかで、
歴代および当時の政府、規制当局、そして事
業者である東京電力による、人々の命と社会
を守るという責任感の欠如があった̶

（「はじめに」より抜粋）
ホームページ http://naiic.go.jp/より、ダウン
ロードできる。


